
笠縫東学区まちづくり協議会会則 

（名称） 

第１条 本会は、笠縫東学区まちづくり協議会（以下「協議会」という）と称する。 

（事務所） 

第２条 協議会の事務所は、滋賀県草津市集町５８番地８に置く。 

（目的） 

第３条 協議会は、地域住民が主体となって地域共通の願いの実現ならびに課題の解決

やまちづくりの構想・計画の策定など、人びとが住み続けたいと願うまちづくりのた

めの諸事業を行い、豊かで住みよい地域づくりを推進していくことを目的とする。 

（会員） 

第４条 協議会の会員は、次に掲げるものとする。 

（１）笠縫東学区内に居住する者 

（２）笠縫東学区の団体等 

（３）笠縫東学区に事業所を有する事業者等 

（４）その他協議会が必要と認めたもの 

（事業） 

第５条 協議会は、第３条の目的達成のため、次の事業を行う。 

（１）「笠縫東学区協働のまちづくり計画」の策定およびその計画に定められたまち

づくり活動の企画、立案、推進 

（２）協議会が実施する事業および行事 

（３）会員が実施する事業間における調整および連携 

（４）行政（国、滋賀県および草津市をいう。以下同じ。）が策定する構想、計画等

に対する調査、研究および提言 

（５）行政が実施する各種事業等との連携および支援 

（６）地域の情報の発信・共有化、地域住民への啓発 

（７）その他協議会の目的を達成するために必要な事業 

（役員等） 

第６条 協議会に次の役員を置く。 

（１）会長      １  名 

（２）副会長     １０名以内 

（３）会計      １  名 

（４）事務局長    １ 名 

（５）監事        ２  名 

２ 協議会に総会の同意を得て、事業全般に対して適宜助言を行い、必要に応じて意見

を述べることができる顧問および相談役を若干名置くことができる。 

（役員の職務） 

第７条 役員の職務は次に掲げるとおりとする。 



（１）会長は、協議会を代表し、会務を総括する。 

（２）副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代行する。 

（３）会計は、協議会の運営および活動に伴う出納事務を処理し、会計に必要な書類

を管理する。 

（４）事務局長は、協議会の事務を総括する。 

（５）監事は、協議会の会計および会務全般を監査する。 

（役員の選出） 

第８条 会長、副会長、会計および監事は、総会において会員の中から選任する。 

２ 事務局長は、会長が任命する。 

（役員の任期） 

第９条 役員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

２ 任期途中で役員の欠員もしくは補充の必要が生じた場合、後任の役員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

３ 役員は、任期満了後も新役員が選任されるまでの間は、その任務を行うものとする。 

（会議） 

第１０条 協議会に次の会議を設ける。 

（１）総会 

（２）理事会 

（３）本部会 

（４）部会 

（総会） 

第１１条 総会は、協議会の最高議決機関で毎年１回定期総会を開催するほか、会長が

必要と認めた場合、または会長を除く役員の過半数の請求があった場合は、その都度

臨時総会を開催する。 

２ 総会は、細則で定める構成団体等の代表者等の３分の２以上の出席（委任状を含む。）

で成立し、議決は出席者の過半数によって決するものとし、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

３ 総会は、次に掲げる事項を審議し、決定する。 

（１）事業の計画、運営および報告に関すること。 

（２）予算および決算 

（３）会則の改廃 

（４）役員の選出、承認 

（５）その他、協議会運営に必要と認められる事項 

４ 総会の議長は、出席した会員の互選により選出する。 

（理事会） 

第１２条 理事は、第１４条に定める部会の部会長等（次条第５項に規定する委員会等

の代表者を含む。以下同じ。）および細則に規定するものの中から選出し、本部会の

承認を得るものとする。 



２ 理事会は、次条第１項に定める本部会の構成員および理事をもって構成し、本部会

が必要と認めたときに開催する。ただし、理事会の構成員の過半数の請求があったと

きは、会長が速やかに会議を開催しなければならない。 

３ 理事会の議長は、構成員の互選により選出された者とする。 

４ 理事会は、次の各号に掲げる事項を審議し、決定する。 

（１）総会に提出する議案に関する事項 

（２）部会提案の審議に関する事項 

（３）行政と協議、調整すべき案件の調整および方針に関する事項 

（４）事業の執行に関する事項 

（５）その他本部会が必要と認める事項 

５ 会長は、前項各号に掲げる事項について、特に重要で急を要し、かつ、理事会を開

催する暇がないと判断した場合に限り、理事会の構成員に対し書面による稟議を行い

決することができる。この場合において、直近の理事会において報告するものとする。 

（本部会） 

第１３条 本部会は、会長、副会長、会計、事務局長および会長が必要と認める者で構

成する。 

２ 本部会は、次に掲げる事項を審議する。 

（１）総会に付議する事項の調整 

（２）理事会に付議する事項 

（３）部会にかかる懸案事項および方針に関する事項 

（４）行政と協議すべき案件に関する事項 

（５）その他、会長が必要と認める事項 

３ 本部会は、原則として月１回開催し、必要に応じて会長が招集する。 

４ 本部会の議長は、会長が務める。 

５ 本部会は、理事会の承認を得て、協議会の目的達成に必要な委員会等を設けること

ができる。 

（部会） 

第１４条 協議会の目的を達成するため、次の部会を置く。 

 （１）地域自治・環境部会 

（２）福祉・健康部会 

（３）文化・教育・体育部会 

２ 部会には部会長、副部会長および庶務を置き、部会の会議で選出する。 

 （１） 部会長    １名 

 （２） 副部会長  若干名 

 （３） 庶務    若干名 

３ 部会長は、部会を代表し、部会を総括する。 

４ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるときはその職務を代行する。 

５ 庶務は、部会の庶務、会議録の作成等に従事する。 



 （事務局） 

第１５条 協議会の円滑な運営を行うため、事務局を設置する。 

２ 事務局には、事務局長および事務局員を置く。 

３ 事務局員の選任は、理事会において行う。 

（経費） 

第１６条 協議会の経費は、会費、交付金、補助金、委託金、寄附金、賛助会費等の収

入をもってこれに当てる。 

 （会計年度） 

第１７条 協議会の会計年度は、毎年４月１日から翌年の３月３１日までとする。 

（監査および報告） 

第１８条 監事は会計年度終了後に監査を行い、翌年度の総会に報告するものとする。 

（専決処分） 

第１９条 会長は、特に緊急を要する事案が発生したとき、本部会で決定し、理事

会に報告し、承認を得るものとする。 

 （委任） 

第２０条 この会則に定めるもののほか、必要な事項については、理事会で定める。 

 

付 則 

この会則は、平成２４年１１月２４日から施行する。 

付 則 

この会則は、平成２５年６月１日から施行する。 

付 則 

この会則は、平成２６年５月１０日から施行する。 

付 則 

この会則は、平成２８年４月１６日から施行する。 

付 則 

この会則は、平成２９年４月１５日から施行する。 

 付 則 

この会則は、令和７年４月１２日から施行する。 

 

  



笠縫東学区まちづくり協議会会則施行細則 

（目的） 

第１条 本施行細則（以下「細則」という。）は、笠縫東学区まちづくり協議会会則（以

下「会則」という。）の規定に基づき、補足的条項を定める。 

（総会の定数） 

第２条 会則第１１条第１項に規定する総会の定数は、次条第１項に掲げる構成団体等

にあっては１名とする。 

（構成団体等） 

第３条 会則第１１条第２項の構成団体等は、団体にあっては主として笠縫東学区内で

組織、活動し、また個人にあっては笠縫東学区に居住している者のうち下記に該当す

るものをいう。 

 

 

 

 

 

 

２ 前項に定める構成団体の長が他の団体の長を兼ねている場合は、協議会会長と協議

のうえ団体長以外から１名を推薦することができる。 

３ 第１項に定める構成団体等のうち個人にあっては、理事会の推薦を受けた者とする。 

（理事） 

第４条 会則第１２条第１項に定める理事は、会則第１４条第２項第１号に定める部会

長のほか、笠縫東学区内で組織、活動する下記の団体等から選出することができる。 

 

 

 

（会費） 

第５条 会則第１６条に定める会費は、１世帯当たり年間８５０円とする。 

 

付 則 

この細則は、平成２４年１１月２４日から施行する。 

付 則 

この細則は、平成２５年６月１日から施行する。 

付 則 

この細則は、平成２６年５月１０日から施行する。 

付 則 

この細則は、平成２８年４月１６日から施行する。 

町内会、民生委員児童委員協議会、社会福祉協議会、青少年育成、子ども会、体育

振興会、更生保護女性会、健康推進員連絡協議会、少年補導委員会、保護司、安全

安心パトロール、草津・栗東交通安全協会、ボーイスカウト、中学校ＰＴＡ、小学

校ＰＴＡ、こども園ＰＴＡ、中学校、小学校、こども園、保育園、地方公共団体議

会議員、学識経験者・町内会役員経験者、協議会認証団体 

町内会長会、民生委員児童委員協議会、社会福祉協議会、青少年育成、子ども会、体

育振興会、地方公共団体議会議員、学識経験者 



付 則 

この細則は、令和２年４月１１日から施行する。 

付 則 

この細則は、令和２年１１月１６日から施行する。 

 


